
資料１

観光立国関連政府決定事項等（抜粋） 

観光立国推進基本計画（H24.3.30閣議決定） 
                 
○ 出入国手続の迅速化・円滑化 
  観光立国の推進に資するため、空港での審査に要する待ち時間を20分以下に短縮す
ることを目標に出入国手続の迅速化・円滑化を図る。 
    具体的には、事前旅客情報システム（ＡＰＩＳ）の効果的な活用や，入国審査の際、
不審な旅客を別室で審査し，他の旅客の審査を滞らせないようにする「セカンダリ審査
（二次的審査）」などを実施する。また，バイオメトリクス情報取得機器操作や出入国
カード記載の案内を行うこと等により，審査待ち時間の短縮に取り組む。 
  （後略） 
 
 
 
観光立国実現に向けたアクション・プログラム（H25.6.11観光立国推進閣僚会議） 
 

２．ビザ要件の緩和等による訪日旅行の促進 
（１）ビザ要件の緩和 
○ 2013年に訪日外国人旅行者数1000万人を達成し，さらに，2000万人の高みを目指す

との目標を掲げ，世界最先端の観光立国を実現するため，まずは，日・ASEAN友好協力

40周年を契機として，治安への十分な配慮を前提としつつ，夏までに，タイ及びマレーシア向け

のビザ免除，ベトナム及びフィリピン向けの数次ビザ化並びにインドネシアの数次ビザに係る

滞在期間延長を行う。 
  また，一定の要件を満たした外国人の長期滞在を可能とする制度の導入について検討する。 
３．外国人旅行者の受入の改善 
＜出入国手続の改善＞ 
（１）出入国手続の迅速化・円滑化 
○ クルーズ船入港時の入国審査手続の迅速化・円滑化を図るため，可能な航路の大型ク

ルーズ船について，海外臨船審査の実施並びに自治体及び港湾管理者の協力等による新た

な方策を検討する。 
○ 国際会議等の参加者やＶＩＰなどの空港での出入国手続の迅速化を図るため，所要の出

入国手続の要員等が確保されることを前提に，その適切な運用方法について検討した上で，こ

れらの者を対象としたファーストレーンの設置の実現を目指す。 
○ 空港での出入国手続の迅速化を図るため，自動化ゲートの利用を促進するとともに，審査

場の混雑状況に応じて，日本人用審査ブースと外国人用審査ブースを機動的に運用する。 
○ 新規来日外国人の出入国審査の迅速化を図るため，国際連携によることも含め，出入国

管理上のリスクが低い者を「信頼できる渡航者」として特定し，それらの者を自動化ゲートの対

象とする等の新たな枠組みを構築することについて検討する。 
○ 出入（帰）国審査の迅速化のため，自治体や民間の協力を得る方策について検討した上，

実現し得る方策については，可能な地域から順次実施する。 
 



資料２

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年

8,793 198,760 302,061 675,821 847,348 1,037,352 1,322,434

5,796 172,942 269,969 615,651 770,397 950,243 1,224,301

構成比 65.9% 87.0% 89.4% 91.1% 90.9% 91.6% 92.6%

2,997 25,818 32,092 60,170 76,951 87,109 98,133

構成比 34.1% 13.0% 10.6% 8.9% 9.1% 8.4% 7.4%

※自動化ゲートは平成１９年１１月２０日から運用を開始している。

（単位：台）
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